








大分県内でのヤングケアラーの実態調査について

ヤングケアラーに係る課題

ヤングケアラーについては、家庭内のデリケートな問題であることから表面化しづらく、また社会的な認知度も現時点において低いため、周囲の大
人のみならず、子ども自身も自覚がない場合が多いことで、適切な支援に結び付いていないことが問題。

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日閣議決定）においても、「ヤングケアラーについて、早期発見・把握、相談支援など支援策
の推進、社会的認知度の向上などに取り組む。」とされている。

○ 国の実施した「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」は、全国の中学校・高等学校の約１割を無作為に抽出したWeb調査であり、都道府県別
のデータは存在しない。

○ 大分県としてヤングケアラーの実態調査を実施したことはないが、県内の市町村要保護児童対策地域協議会で把握しているヤングケアラーは67
人である（令和３年５月時点）。

○ 一方、国の実施した「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」のうち、世話をしている家族が「いる」と回答した結果を仮に５％として大分
県中高生約６万人に当てはめると約3,000人となる。

○ これらのことを踏まえれば、潜在的なヤングケアラーが多数存在すると考えられる。

大分県内のヤングケアラーの実態を把握し、今後必要な支援施策の検討を行うため、大分県においてヤングケアラーに関する実態調査を実施する。

（１）先行調査
大分県内の学校教職員、福祉・医療の在宅サービス関係者、民生児童委員、主任児童委員、子ども食堂関係者等を抽出して、ヤングケアラー
として認知している児童・生徒数、ケアの対象者及びその内容など、日常の業務で把握しているヤングケアラーの状況を調査する（令和３年
７月～８月実施）。
⇒先行調査の結果：県内に約300人のヤングケアラーが存在

（２）全体調査
公私立学校の小学校５年生から高等学校３年生の全児童・生徒に対して、ヤングケアラーとしての自覚、ケアの対象者及びその内容・時期・
頻度などの現況、相談先や求める支援など、ヤングケアラー自身の状況を調査する。

＜全体調査に係るスケジュール（案）＞
令和３年８月 市町村担当課長説明会 調査の質問項目の策定
令和３年９月 県内全小中高校への調査実施依頼（公立・私立）
令和３年10月～ 全体調査実施
令和３年度中 公表（県のホームページ等）※市町村別データの提供を予定。

大分県での調査




